
2018（年度） 2019 2020〜
ドローンが⾶⾏する

2020年代の空の在り⽅
必要な技術や制度等

第三者上空⾶⾏に関する論点整理

⽬視外⾶⾏等の運⽤実績や事故情報の収集・分析

⽬視外⾶⾏
に係る審査
要領の改訂

福島ロボットテストフィールド（福島RTF）
順次開所  広域⾶⾏区域、通信塔  ⾵洞棟、インフラ構造物等 滑⾛路等

機体、⾶⾏させる者や体制に係る要件の検討

国際標準化、国内規格化⾶⾏試験等 試験データ等機体の安全性・信頼性の評価⼿法の検討
環
境
整
備

⾼い安全性と利便性の
空の運航管理

 UTMSの本格的な社会実装
 航空機、無⼈航空機相互

間の安全確保と調和
 国際標準との整合
⾼い安全性と信頼性の機体
 落ちない・落ちても安全
 ⾼度な⾃律⾶⾏

ドローンの安全・安⼼な
利活⽤のための環境整備

 第三者上空⾶⾏等に係る
審査要領の改訂

 機体の安全性・信頼性の認
証、識別、登録に係る制度

 操縦者や運航管理者の資
格制度

 事故の義務報告制度、被
害者救済ルール

 運航管理に関するルール

空の産業⾰命に向けた総合的な検討 論点整理（機体の登録と識別、被害者救済、サイバーセキュリティ等） 各論の検討

緩衝ネット付⾶⾏場

制度の⽅向性の検討
（技術開発に応じて）

要件の検討
（技術開発に応じて）必要に応じて順次ルールを明確化

地域限定型「規制のサンドボックス」制度の創設、運⽤

ISO, JIS等

更なる⾼度化の検討 ⾶⾏情報共有機能
更なる利便性の向上

ドローン情報基盤システム（DIPS）
 電⼦申請サービスの開始

電波利⽤の環境整備 電波利⽤の在り⽅に関する調査検討等

国内制度等の整備 新制度の運⽤携帯電話等の上空利⽤
性能評価・国際標準化の対応
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航空機と無⼈航空機相互間の安全確保と調和のためDIPSとUTMSの連携を検討

技
術
開
発

Ⅱ 第三者に対する安全性の確保 ⅰ信頼性の確保（機体や通信の信頼性、耐環境性等）ⅱ危害の抑制（衝突安全性等）

Ⅰ ⽬視を代替する機能の実現

無線システムの⽐較・評価検討 実証・検証 制度の⽅向性の検討 国際標準化、国内規格化

⾶⾏
実証衝突回避技術 電波・光波センサ等の開発と統合

運航管理システム（UTMS）全体設計、各システムの開発と統合 運航管理の⾼度化・知能化
• 機体の⾃律化・知能化
• 電波利⽤技術の⾼度化 等

遠隔からの機体識別と⾶⾏位置把握 福島RTFを活⽤して⾶⾏試験等を⾏う

機体状態や周辺環境の把握と対応、電波の利⽤技術、 その他の技術開発 等

運航管理や衝突回避にも活⽤
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全
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頼
性

2020年 ⽬標

※ 各項⽬の詳細やその他の事項については補⾜資料（別紙）に記載する。

⼩型無⼈機の安全な利活⽤のための技術開発と環境整備空の産業⾰命に向けたロードマップ2018 2018年 ⽉ ⽇
⼩型無⼈機に係る環境整備に向けた官⺠協議会

レベル３ 無⼈地帯※での⽬視外⾶⾏（補助者なし）※ ⼭、海⽔域、河川、森林等

レベル１〜２ ⽬視内⾶⾏（1 操縦 2 ⾃動・⾃律） 更なる利活⽤の拡⼤

利
活
⽤

2018〜 2020年代前半〜

レベル４ 有⼈地帯での⽬視外⾶⾏

離島や⼭間部への荷物配送、被災状況調査 等 都市の物流、警備 等

⾼いレベルへ
（機体重量、⼈⼝密度 等）（第三者上空）

（案）
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技術開発や実証等を踏まえ都市部の荷物配送を念頭に置いた運⽤指針の拡充・⾒直し

RTFにおける性能評価、⺠間による機体や装置の安全認証

UTMSの社会実装

物流⽤ドローンポートを使⽤し
た離島や⼭間部等への荷物配
送における運⽤指針の検討

⾶⾏実証物流⽤UTMS、統合UTMSの開発

⺠間によるドローンを⾶⾏させる者（運航管理者等）の資格認定⺠間による⼈材育成の環境整備

都市を含む地域における荷物配送都市部における荷物配送の実証実験離島や⼭間部等における荷物配送

物流⽤ドローンポートの⺠間による社会実装、普及改良
機体性能（⾶⾏可能距離・時間・最⼤積載量・耐候性等）の向上、更なる安全性の向上

多数機を⼀括即時管理するUTMSの確⽴、現場への導⼊、
通信インフラの⾼度化（衛星、⾼⾼度無⼈機、LTE等）

RTFでの
⾶⾏実証

RTFにおける性能評価、⺠間による機体や装置の安全認証

統合UTMSの開発、RTFにおける実証災害対応⽤
UTMSの開発

災害対応活動（救助、避難誘導、消⽕活動等）の⽀援

複数機連携による災害対応
災害現場の被災状況調査と
情報提供

⺠間による操縦者や運航管理者の資格認定、災害対応ネットワークの構築、運⽤ガイドラインの整備⺠間による⼈材育成の環境整備、
災害対応体制の検討

複数機の衛星通信制御技術単機の衛星
通信制御技術

⼈の⽴⼊りが困難な危険箇所における防災・災害対応への活⽤を継続的に実施
（状況把握、関係機関に直ちに情報提供、地理院地図での迅速な情報の公表。無⼈地帯での⽬視外⾶⾏による状況把握の実現に向け訓練）
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更なる⾼度化過酷環境（強⾵、降⾬、降雪、噴⽕した⽕⼭等）に耐える機体の開発

更なる⾼度化災害対応活動⽀援のための技術開発

個別分野
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RTFにおける性能評価

⾼精度のデータ検出及び記録システムの確⽴、現場への導⼊点検箇所の⾼精細
画像取得技術の開発

⾵⾬等の外乱下での遠隔位置制御技術の確⽴、現場への導⼊安定した点検のための
⾶⾏制御技術の開発

⾃動安全制御技術の確⽴、現場への導⼊安全落下及び安全
着陸技術の開発

都市部（有⼈地帯）のインフラ点検⽬視外⾶⾏による⻑⼤なインフラの点検橋梁、送電線等の
インフラ点検

⺠間によるドローンを⾶⾏させる者（運航管理者等）の資格認定⺠間による⼈材育成の環境整備

⾼精度センサ及びその利⽤技術の開発、準天頂衛星システムの利⽤や画像処理による機体及びマーカーの位置測定の⾼精度化

第3期 地理空間情報活⽤推進基本計画（作業マニュアル等の周知啓発、内容拡充、⾒直しの実施）

ハイパースペクトルカメラによる⾼付加価値測量レーザ測量によるリアルタイム測量

⺠間によるドローンを⾶⾏させる者（運航管理者等）の資格認定⺠間による⼈材育成の環境整備

技術開発等の進展により、更なる⾼度化公共測量、⼯事測量等における更なる利活⽤の推進

⾶⾏実証準天頂衛星システム対応GNSS受信機の⼩型・軽量化及び省電⼒化

空中散布における無⼈航空機の利⽤に係るガイドラインの順次運⽤⾒直し

作物の⽣育状況等の把握等に必要な圃場・⽣育診断法や画像センサ等の開発、⽣産管理の⾼度化

⿃獣被害の軽減対策

肥料散布、播種技術の確⽴。運航アシストシステム等の検証、改良

肥料散布、播種への利⽤。運航アシストシステムの導⼊

作物の適時診断による営農管理の⾼度化作物の⽣育状況等のセンシング結果等を活⽤し営農管理等を最適にするシステムの
社会実装
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